
 

 

武豊町営住宅等長寿命化計画 

―概要版― 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年●月 

武 豊 町 

背景と目的 
武豊町では、平成 21 年 3 月に、町営住宅を長期的に活用していくための具体的方策を定め

た「武豊町営住宅等長寿命化計画」（以下「現行計画」という。）を策定し、この計画に基づき

修繕・改善等を実施してきたが、計画期間の終期を迎えるにあたり、改めて町内の住宅事情や町

営住宅ストックの状況を把握し、修繕費の平準化等を盛り込んだ新たな次期計画の策定が必要

となっている。 

国においても「公営住宅等長寿命化計画策定指針」の見直しが行われ、平成 28 年 8 月に「公

営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）」（以下「改定指針」という。）が示された。この改定

では、中長期（30 年程度）の管理の見通しをたてる中で 10 年間の計画を策定することとされ

た。 

「武豊町営住宅長寿命化計画」の目的は、現行計画の方針等を踏まえ、改定指針に基づき計画

内容の見直しを行い、今後の町営住宅の適正な管理運営のあり方及び町営住宅ストック等の有

効活用と長寿命化に向けた効果的な取り組みを明確にすることである。 

武豊町営住宅長寿命化計画（改訂版） 

―概要版― 

 
 

令和２年３月 

（令和７年３月一部改訂） 

武 豊 町 



 

 
 
 
●計画期間 令和 2年度（2020年度）～令和 11年度（2029年度）：10年間 
 ※改訂に伴い、事業実施予定一覧等、一部を令和 7年度（2025年度）から令和 16 年度（2034年度）に延伸 

【前計画】 

武豊町営住宅等長寿命化計画 

 

 

 

 
【本計画】 

武豊町営住宅長寿命化計画 

●計画の対象 本計画の対象は、町営住宅（1団地、4棟、154戸）とする。 

団地名 建築年度 構造 棟数 戸数 

六貫山住宅 

A 棟 昭和 48年度（1973） 中層耐火/PC 1 棟 50 戸 

B 棟 昭和 49年度（1974） 中層耐火/PC 1 棟 32 戸 

C 棟 昭和 50年度（1975） 中層耐火/PC 1 棟 32 戸 

D 棟 昭和 51年度（1976） 中層耐火/RC 1 棟 40 戸 

（2024年 3月 31日現在） 

※構造の表記とその内容 

中層耐火構造：主要構造部が耐火構造である中層（3階以上 5階以下）建築物 

PC：プレキャストコンクリート          RC：鉄筋コンクリート造 

 

 

●世帯人数                   ●居住者の世帯主年齢別分類    
 
 

 

 

 

                         
 

 

 

 

 

 

  

 

●求められる町営住宅の戸数 

本町の公営住宅は令和元年度時点で338戸（町営住宅：154戸、県営住宅184戸）である。また、著しい困窮

年収世帯に対応した民間住宅が938戸あり、すべての合計1,276戸が著しい困窮年収世帯に対応した賃貸住宅と

なる。 

この1,276戸の供給量は、最大898戸の需要量を大きく上回っているため、著しい困窮年収未満の世帯向けの

住宅数は十分確保できることとなる。 

 
 

●町営住宅整備の基本方針 
 

 

●長寿命化に関する基本方針 
 

 

 

計画期間（年度） 
H21（2009）～H31（2019） 

計画期間（年度） 
R2（2020）～R11（2029） 

２．町営住宅等の現状（令和 6年(2024年)3月 31日現在） 

３．需要推計 

４．基本方針 

１．計画の概要 

・長期的に活用する住宅の適切な維持管理 ・入居者ニーズや社会ニーズに応じた適切な居住環境の提供 

・ストックの状況把握（定期点検及び日常点検）及び維持管理 ・長寿命化及びライフサイクルコストの縮減 

中間見直し令和 6年度（2024 年度） 
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【町営住宅等ストックの事業手法別戸数】 

町営住宅管理戸数 154戸 

 ・維持管理予定戸数 154戸 

  
個別改善事業 

予定戸数 
154戸 

 ・用途廃止予定戸数 0 戸 

 

 

 

●事業手法の選定及び判定の考え方 

 

 

 

 

 

 

  

 

日常点検や定期点検の結果、不具合等があることが判明した場合は、詳細調査を実施するなど適切な対応を行

い、建物の安全性を確保する。また、住戸内部については、居住者の入退去時等において点検を行う。 

点検・診断結果や対策履歴等の情報を一元管理し、修繕や維持管理を的確に実施するとともに、次の点検・診

断等へ活用する「メンテナンスサイクル」の構築を検討する。 

 

 

点検の結果を踏まえ、優先的に実施すべき修繕内容を精査する。予防保全が必要な部位について優先的に修繕

を行うこととするが、他の修繕の必要性等を勘案しながら柔軟に対応する。 

修繕履歴についてはデータベース化するなどの整理を行い、次の点検や修繕に活かしていく。 

 

 

【長寿命化型】                        【安全性確保型】 
 

 

 
 

【居住性向上型】                        【福祉対応型】 

 

 

【脱炭素型社会対応型】                     【子育て世帯支援型】 

 

 

 

 

今後、将来的な需要戸数や住宅ニーズ、民間賃貸住宅等の活用等を踏まえ、集約・複合建替えや規模縮小、用途

廃止等を含めた建替えの方向性を検討することで、管理戸数をコントロールしていく必要があるとともに、将来的

な計画修繕や改善事業の必要性も柔軟に見直していく必要がある。また、集約・複合建替えや規模縮小、用途廃止

等により生じた余剰地の有効活用に関しても検討する必要がある。なお、集約・複合建替えや余剰地活用等には、

PPP/PFI 手法等、民間活力の導入を積極的に検討し、効果的かつ効率的な事業展開を図る。 

 

 

団
地
名 

住棟 
番号 

修繕・改善事業（長寿命化）の内容及び計画時期 LCC 
縮減効果 
(千円/年) R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 

六
貫
山
住
宅 

Ａ棟 

 自動火災報知
設備 

    給水管、給湯管、受水
槽、給水ﾎﾟﾝﾌﾟ、排水
設備、屋内配管、ﾍﾞﾗ
ﾝﾀﾞ配管、水道ﾒｰﾀｰ 

ｶﾞｽ管、電力幹線、
ﾃﾚﾋﾞ共聴設備、ｲﾝﾀ
ｰﾎﾝ、ｶﾞｽﾒｰﾀｰ、電灯
設備 

  

2,111 

Ｂ棟 

水道 
ﾒｰﾀｰ 

外壁改修、共用
部床防水、ﾊﾞﾙｺ
ﾆｰ手摺、自動火
災報知設備 

      給水管、給湯管、受水
槽、給水ﾎﾟﾝﾌﾟ、排水
設備、屋内配管、ﾍﾞﾗ
ﾝﾀﾞ配管、水道ﾒｰﾀｰ 

ｶﾞｽ管、電力幹線、
ﾃﾚﾋﾞ共聴設備、ｲﾝﾀ
ｰﾎﾝ、ｶﾞｽﾒｰﾀｰ、電灯
設備 

1,235 

Ｃ棟 
 自動火災報知

設備、水道ﾒｰﾀｰ 
 外壁改修、共

用部床防水、
ﾊﾞﾙｺﾆｰ手摺 

     水道ﾒｰﾀｰ 
2,141 

Ｄ棟 
 自動火災報知

設備 
水道 
ﾒｰﾀｰ 

  外壁改修、共
用部床防水、
ﾊﾞﾙｺﾆｰ手摺 

    
3,159 

一定の居住性や安全性等が確保されており長期的な活
用を図るべき住棟において、耐久性の向上や、躯体へ
の影響の低減、維持管理の容易性向上の観点から屋上
防水や外壁改修等の予防保全的な改善を行う。 

老朽化したベランダ手すりの取替等、落下・転倒等の
生活事故防止に配慮した改善により、居住者の安全性
を高める。 

構造体や建具・内装等の老朽箇所の改善及び住戸住棟
設備の機能向上等により、居住性の向上を図る。 

住戸内における手すりの取付けやバリアフリー化等、高
齢者等が安全・安心して居住できる環境の提供に努める。 

５．事業手法の選定・判定結果 

６．点検の実施方針 

７．計画修繕の実施方針 

８．改善事業の実施方針 

１次判定 

（対象：すべての団

地、住棟） 

団地の立地環境等
の社会的特性と建
物の物理的特性に
よる改善の必要
性・可能性から判
定する。 

2 次判定 
（対象：１次判定に

おいて事業手法・管

理方針の判断を留保

した団地、住棟） 

ライフサイクルコ
ストの比較や将来
のストック量の状
況から判定する。 

3 次判定 

（対象：すべての団地、

住棟） 

集約・再編等の可能
性、事業実施時期の調
整検討、長期的な管理
の見通しを踏まえ、計
画期間における事業
手法を決定する。 

１０．改善事業の計画時期とライフサイクルコスト縮減効果 

カーボンニュートラルの実現を目指して、断熱化等に
より、断熱性向上による省エネルギー化を図る。 

子育て世帯の優先入居を行うための設備等の改善によ
り、子育て世代を支援できる環境の提供に努める。 

９．建替事業・用途廃止の実施方針 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発行・お問い合わせ先 武豊町 建設部 都市計画課 

〒470-2392 愛知県知多郡武豊町字長尾山2番地 
ＴＥＬ 0569-72-1111 

ＦＡＸ 0569-73-0001 

Ｅ-mail    toshi@town.taketoyo.lg.jp 

ホームページ http://www.town.taketoyo.lg.jp/ 


